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１ はじめに
前稿の ｢まとめ｣ で､ ｢中国残留孤児国賠訴訟は､ 与党プロジェクトチームの確定した新しい支
援策を受け入れて､ 終結に向かうこととなった｡ 残留婦人らによる先行訴訟については､ 東京高裁




２ 最高裁 (平成年２月日) 決定―残留婦人らによる先行訴訟
上告不受理についての宮川裁判官の反対意見
最高裁判所第１小法廷は､ 平成年２月日､ ３名の残留婦人らによる先行訴訟について､ 本件
上告を棄却するとともに､ ｢本件を上告審として受理しない｡｣ 旨決定したが､ 裁判長を務めた宮川
光冶裁判官は､ 本件を上告審として受理すべきだとする反対意見を表明した｡
宮川裁判官は､ 原告ら弁護団の主張する ｢先行行為｣ 論の判断枠組みを採用し､ 自立支援義務に
ついて法的義務と解する余地があるなどとした｡ その要旨は以下のとおりである｡
《 ｢申立人らは､ 危険であることの事前告知及び危険発生時の保護策の立案もないままに国策




社会習慣・生活習慣を身につけることができず､ その結果､ 日本社会において自立して生活し､ 労
働する能力がないままに｣､ 昭和年 (歳)､ 昭和年 (歳)､ 昭和年 (歳) に､ ｢それぞれ
永住帰国した事実が認められる｣｡
｢このように申立人らが日本社会で自立して生活し､ 労働することができない状態で帰国するこ









そして､ 平成年月の自立支援法の改正により､ ｢国民年金保険料の全額国庫負担､ 新生活給
付制度､ 住宅補助制度及び医療補助制度等の支援策が実現したが､ 同法による給付の実現開始時点
では｣､ 既に歳､ 歳､ 歳という年齢に達しており､ ｢それまで永住帰国後約年､ 年､ 年
もの長きにわたり上記のような支援を受けられなかったことに関し､ 国家賠償法上の違法があるか
否かについて議論の余地がある｡｣
したがって､ 上告受理申立て理由のうち､ 自立支援義務違反をいう部分は､ ｢法令の解釈に関す
る重要な事項を含むから｣､ ｢この点に関する判断を示すべき｣ である｡ 》
宮川裁判官は､ 	年９月３日より最高裁判事となった｡ 名古屋大学の出身で､ 東京弁護士会に
所属して弁護士として活動し､ 司法制度改革等にも取り組んだ｡ ｢変革の中の弁護士 ―その理念
と実践 上・下｣ (・有斐閣) の編者の１人である｡
３ 訴訟終結後執筆された３文献の紹介






この論文は､ ｢提訴に至る経緯｣ から ｢画期的な神戸勝訴判決｣ を経て ｢与党ＰＴの新たな支援
策を受諾｣ するまでの全経過を簡潔に叙述し､ ｢その後の動きと新たな支援策の課題｣ にも言及し
ている｡




浅野教授は､ 年６月９日､ 当法科大学院のオープンセミナーで ｢中国残留孤児の生活実態と
新たな支援策｣ ―聞き取り調査を踏まえて―と題して､ 講演を行っている ( 
. ７  頁以下)｡
浅野教授の ｢特別寄稿｣ は､ ｢大半の判決が国に残留孤児を救済する何らかの法的義務を認めた｣






() 斉藤豊：(報告) ｢中国残留孤児訴訟について｣ 日本弁護士連合会行政訴訟センター編
実例解説 行政関係事件訴訟【最新重要行政関係事件実務研究２】～頁
２	 青林書院
斉藤弁護士は､ 関東訴訟弁護団の理論面での主柱である｡ ｢先行行為論｣ の枠組みを採用した理
由を述べた論文は､ 前に紹介した (
  . ６  頁)｡
今回の ｢報告｣ では､ ｢主要な法律上の議論｣ (先行行為に基づく作為義務の成立) として､ ｢責
任原因のとらえ方｣ ｢作為起因性の不作為構成｣ ｢損害論の工夫｣ を解説し､ ｢政策違法と個別主張
の関係｣ や被告国の主張する ｢戦争損害論｣ ｢国家無答責論､ 時効・除斥論｣ にも言及している｡
大阪・東京 (残留婦人)・神戸の各地裁判決を中心に､ 主要な裁判例の内容と特長を分析し､ 最後
に ｢政策形成型訴訟の成果と限界｣ を論じている｡ ｢残された課題｣ としては､ 新支援策の実施に
関わるもののほかに､ 新支援策では救済されない死亡孤児の配偶者に対する手当など立法化を要す
る課題もあることを指摘している｡
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